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課題 成果取組

滞納への対応の具体例を整理することで、
理事会・理事の責任を明確化
・相続放棄があった場合の滞納回収手続
きについて、具体例を整理した。
【一例】
・相続放棄による未納管理費の回収事例
・住民票取得のための委任状例
・裁判所執行官からの照会書

【竣工年（築年数）】 昭和56年（築36年） 【総戸数】 29棟・518 戸

【単棟型 or 団地型】 団地型

【自主管理 or 委託】 分譲以来約20年間全面委託後、約15年間自主管理を行い、平成29年度から再度全面委託予定。

【エリア】 千葉県

【耐震診断・耐震改修の実施の有無】 平成23年に耐震診断実施済（全建物が耐震基準を満たしている）

Ｅマンション 補助事業実施主体：特定非営利活動法人日本住宅管理組合協議会

写真

相続関係を明確化し、滞納分の請求準備を実施
・管理組合としては管理費等請求の相手方（債務
者）を確定させ、請求する必要があった。

・理事が相続放棄物件の区分所有者であった故
人の住民票（除票）（本籍地入り）および故人の
戸籍謄本（除籍）を取得し、相続関係図の作成を
試みたが、債務者の確定に至らなかった。

・その後、分譲事業者が相続財産管理人の選定
を申請し、選定された相続財産管理人が競売を
申請。競落人決定後に滞納分の費用を請求する
予定。

専有部分と共用部分の境界が不明瞭
・専有部分との境界が不明確な雑配水
管の横管部分があるため、管理組合は
修繕をしてこなかった。一方で専有部分
リフォームにあわせて、横管を更新する
例も増えている。

・管理組合として横管の更新を今後行う
場合に、専有部分のリフォームをすで
に行った区分所有者との間で費用負担
に関する問題が生じる可能性。

相続放棄に伴う滞納の発生
・ある区分所有者の死去後に相続人が
相続を放棄したために、管理費・修繕積
立金の滞納が生じた。

・今後も同様の事態が発生する可能性
があり、喫緊の課題となっていた。

リフォームのガイドブックを作成
・専有部分と共用部分の境界が不明確のまま、
区分所有者による専有部分のリフォームが個々
に進む状況を改善するため、区分所有者がリ
フォームを計画実施する場合の注意点（リフォー
ム可能な範囲、禁止事項、申請の判断基準等）
のガイドブック案を作成した。

リフォームを効果的・効率的に実施する環境
を整備
・リフォームについて、区分所有者・工事業
者・管理組合それぞれの立場の関係を明
らかにした。

・リフォームによる居住環境の向上につい
て整理がなされた。

・Ｅ1：マンション管理費等滞納対策

・Ｅ2：マンションリフォームガイドライン

水平展開
可能な資料

今後発生件数の増加が危惧される「遺産相続の放棄に伴う管理費・修繕積立金の滞納」への回収ルールを整理する
とともに、専有部分・共用部分の境界が不明瞭な中で専有部分のリフォームに関する注意点を整理した事例


